
【事業目的】

<活動内容>

　①担い手への農地集積の推進活動

　②遊休農地の発生防止・解消活動

　③新規参入の促進活動

<予 算 額>　1千円×12月×38人＝45万6千円

6 款 1 項 1 目 目名称

　農地利用の最適化（担い手への農地集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入
の促進等）の推進に関する業務が農業委員会の必須業務に位置付けられたことから、農地利
用の最適化を推進していきます。

　担い手への農地の集積、遊休農地の発生防止・解消等の活動実績に応じ、農業委員及び農
地利用最適化推進委員へ報酬を支給します。

上記事業内容を実施

【事業概要】

科 目 農業委員会費 農業委員会事務局

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

上記事業内容を実施 上記事業内容を実施

事  業  期  間 平成２９年度～ 総 事 業 費

45万6 45万6

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

181P

事    業    名
【継続】

農地利用最適化交付金事業

農地利用最適化交付金【 国交付金 】

※農地利用の最適化に向けた活動を実施
した農業委員会を対象に交付金を交付

長 崎 県

農業委員会

①担い手への農地集積の推進活動

②遊休農地の発生防止・解消活動
③新規参入の促進活動

等の取り組み・実践

農業委員
農地利用最適化推進委員

報酬
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【事業目的】

①農地法に基づく事務の適正実施のための事業

　・利用状況調査…遊休農地等の現地調査

　・利用意向調査…上記調査の結果に基づき、農地所有者に意向調査を実施

　・農地等の台帳整備…権利の移動等の更新

②農地の有効利用を図るための事業

　・農業委員、農地利用最適化推進委員研修会への参加

○主な経費内訳 

　・利用状況調査等のデータ処理経費　会計年度任用職員報酬等 … 69万6千円

　・委員研修の経費　旅費　 ……………………………………………  5万4千円

6 款 1 項 1 目 目名称

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

上記事業内容を実施 上記事業内容を実施 上記事業内容を実施

【事業概要】

　農業委員・農地利用最適化推進委員が担い手への農地の集積を推進するにあたって、農業
委員会等が関連する業務を適切に実施します。

科 目 農業委員会費 農業委員会事務局

事  業  期  間 平成２２年度～ 総 事 業 費

　農業の生産性を高め、競争力を強化していくためには、担い手への農地集積・集約化を加速
し、生産コストの削減が必要です。このため、農業委員・農地利用最適化推進委員と連携し
て、担い手への農地集積を支援することで、農業の競争力強化を実現します。

78万7 64万8 13万9

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

183P

事    業    名
【継続】

機構集積支援事業

農業委員会

農業委員
農地利用最適化推進委員

農地を借りたい方

（受け手）
農地を貸したい方

（出し手）

連携・調整

農地の貸し付け
農地の借り受け
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【事業目的】

　《事業内容》

・

・

　《対象者》　※以下の要件を全て満たす者
・ 市外からの移住者や他産業からの参入者で、新たに独立自営による農業経営を行う者

（親元就農又は経営承継する者は除く）

・ 経営開始時において４５歳未満の者

・ 認定新規就農者であること

・ 本市に住所を有し、経営基盤の農地の総面積の７割以上が本市にあること

　《対象経費》

・ 農業経営の開始に伴い必要となる農業用機械等の購入又はリースにかかる費用

（例） ・農業用機械　：管理機、運搬車、噴霧器、草刈機等

・農業用資材等：収穫用コンテナ、園芸用支柱、ネット等

新規就農者（参入者）

6 款 1 項 3 目 目名称科 目 農業振興費 農林水産課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

移住・独立自営者への支援 移住・独立自営者への支援 引き続き実施予定

【事業概要】

本市へのＵＩターン等による新規就農者（新規参入）に新規就農時の機械や資材
等の購入費用の一部を助成することで、新規就農者の移住・定着を図ります。

補助率：購入費用の２分の１以内　（上限額１００万円、初年度のみ）

事  業  期  間 平成２９年度～ 総 事 業 費

　本市の基幹産業である農業の新規就農者の確保と、市外からの移住を促進するた
め、本市での新規参入による独立自営就農を支援し、農業の発展と移住・定住人口
の増加を図ります。

100万0 100万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

185P

事    業    名
【継続】

新規就農者自立支援事業

支援

◇農業研修後の定住支援

・就農独立

・若者の定住促進 ・担い手の確保

農業経営に係る

資材等購入費の助成
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6 款 1 項 3 目 目名称

【事業目的】

【事業概要】

科 目 農業振興費

総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

・農作業労力支援システム
　の強化支援

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

187P
2.産業の振興と島原地域ブランドの確立

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

652万0652万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

雇用労力支援システム事業
（単位：千円）

・引き続き実施予定

平成２４年度～事  業  期  間

・農作業労力支援システム
　の強化支援

担い手農家の規模拡大に必要な労働力を安定的に確保するため、県、市、農協が
連携し農業者が弾力的に活用できる労力支援システムの強化と円滑な運営に向けた
支援を行い、強い経営力を持った担い手の育成と産地の維持・拡大を図ります。

《事業主体》 島原雲仙農業協同組合

《事業内容》 農作業労力支援システムの強化に対する支援

◆現状

・常時雇用経営は一部で行われているが、多くは収穫等の労力が必要な時期に

臨時雇用者の確保が困難な状況です。

・規模拡大や農業従事者の高齢化等により雇用労力の需用は増加傾向にあります。

◆対応策

・労力支援システムの強化により労力支援体制の充実を図り、労力不足を解消

します。

人参収穫

※写真：ＪＡ島原雲仙より提供

大根収穫
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【事業目的】
 　意欲ある農業者が、経営能力を活かし高収益の農業経営を実現するため、生産対策に

 とどまらず担い手対策、農地対策、販売対策を加えた一体的な合意形成を促すとともに、

 省力化、低コスト化対策等の資機材の導入等を支援し、産地の収益力向上と維持・拡大

 を図るものです。

【事業概要】

《事業内容》    遊休施設の移転、ハウスリノベーション、環境制御機器整備

《対象作物》    いちご、白菜、きく

《事業主体》    認定農業者等が組織する団体

《補 助 率》    県：１／３以内、 市：１／１０以上（義務負担）

《総事業費》 　 １,５５０万円 （補助対象事業費　１,５５０万円）

    県　費　　   　５１６万６千円

    市　費　　　 　１５５万円

    事業者負担　 　８７８万４千円

〈整備イメージ〉

6 款 1 項 3 目 目名称

平成３０年度～事  業  期  間

・遊休施設の移転
・既存ハウスの部材交換
・環境制御機器の導入

科 目 農業振興費

【環境制御機器】

前 年 度 ま で

事    業    名
【継続】

671万6

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

チャレンジ園芸１０００億推進事業
（単位：千円）

一 般 財 源そ の 他

187P
2.産業の振興と島原地域ブランドの確立

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

・既存ハウスの部材交換
・大根用コンテナの導入
・環境制御機器の導入

総 事 業 費

国  費 県  費

516万6

地 方 債

155万0

今   年   度

・引き続き実施予定

・出荷の前進化、増収化
・農作業の省力化
・低コスト化
・農業経営の安定化

定時定質出荷、省力化、低コスト化等
に伴う施設・資材の導入を支援。

・遊休施設の移転
・ハウスリノベーション
・環境制御機器の整備

産地

市・県
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【事業目的】

≪事業主体≫

≪対象作物≫ 　白菜、ほうれん草

≪事業内容≫ 　〔資材導入〕

　ハウス資材　７．０ｈａ

　（白菜：６．５ｈａ、ほうれん草：０．５ｈａ）

≪補 助 率≫ 　国：１／２以内 　

≪事 業 費≫ 　６億１，６００万円

≪負担区分≫ 　国　　費：３億８００万円

　事業主体：３億８００万円

〔イメージ写真〕

6 款 1 項 3 目 目名称

－・生産資材の導入

令和３年度事  業  期  間

　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

3億800万0

地 方 債 一 般 財 源そ の 他国  費

（単位：千円）

187P
2.産業の振興と島原地域ブランドの確立

当初予算書

事    業    名
【継続】

農林水産課

3億800万0

当 初 予 算 額

産地生産基盤パワーアップ事業

県  費

　２団体

【事業概要】

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

・生産資材の導入
・農業機械のリース導入

来 年 度 以 降

科 目 農業振興費

総 事 業 費（単年度事業）

　水田・畑作・野菜・果樹・花き等の産地が創意工夫を活かし、地域の営農戦略として

定めた「産地パワーアップ計画」に基づいて実施する競争力の強化や産地の高収益化に

向けた取組を総合的に支援します。

連棟ハウス
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【事業目的】

6 款 1 項 3 目 目名称

【事業概要】

科 目 農業振興費

1,019万7

総 事 業 費

農林水産課

来 年 度 以 降

187P
2.産業の振興と島原地域ブランドの確立

当初予算書

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

事    業    名
【継続】

1,723万5

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

有害鳥獣対策事業

703万8

（単位：千円）

・引き続き実施予定

平成９年度 ～

前 年 度 ま で 今   年   度

・イノシシ捕獲報償金
・有害鳥獣駆除委託
・イノシシ箱ワナ購入
・ワイヤーメッシュ柵設置
・狩猟免許取得

事  業  期  間

・イノシシ捕獲報償金
・有害鳥獣駆除委託
・ワイヤーメッシュ柵設置
・狩猟免許取得

事
業
計
画

３０年度 令和元年度 ２年度

イノシシ 573 680 456

カ ラ ス 207 299 275

　      　　 ※ ２年度については、令和2年12月末時点 

　　　　（単位：頭、羽）

有害鳥獣（イノシシ、カラス、ヒヨドリ等）の被害が多く発生し、農業収益の低下と
営農意欲の減退を招いています。このため、駆除対策として農作物の被害の状況に応
じて島原猟友会へ有害鳥獣駆除の委託を行います。このうち特に被害が多く発生してい
るイノシシからの被害防止対策としては、侵入防止効果の高いワイヤーメッシュ柵を設

置し、長期的かつ確実に被害の減少を図ります。

《事業主体》 島原市、鳥獣被害対策協議会

◆有害鳥獣捕獲頭羽数

捕 獲 対 策

・捕獲委託（平成９年度～）
銃器、捕獲檻、箱ワナ

・講習会受講費補助

狩猟免許取得者への講習会

受講費補助

侵入防止対策

・ワイヤーメッシュ柵設置費補助

（平成１９年度～）

ワイヤーメッシュ柵

相互に連携して対策を実施

対策による効果
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【事業目的】

【事業概要】  

6 款 1 項 3 目 目名称

（単位：千円）

・引き続き実施予定

平成２６年度～事  業  期  間

・未利用農地を借り入れ、
　担い手に転貸

事    業    名
【継続】

569万7569万7

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

農地中間管理機構事業

189P
2.産業の振興と島原地域ブランドの確立

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

・未利用農地を借り入れ、
　担い手に転貸

総 事 業 費

科 目 農業振興費

農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構が、地域内の分散し錯綜した農地や
耕作放棄地等を借り受け、担い手（法人経営・大規模家族経営・集落営農・企業等）
にまとまりのある形で利用できるよう配慮して貸付けを実施します。

（事業の流れ）
１．貸付希望者の把握と借受希望者を募集

２．機構が保有する予定農地を確認
３．貸付先決定ルールに基づきマッチングを実施

４．機構が貸付希望者から当該農地を借受け

５．必要に応じて農地の管理、簡易な整備を実施

６．機構から借受希望者へ当該農地を転貸

７．賃料の収受・支払を実施

農業の生産性を高め、競争力を強化していくため、農地中間管理機構（農地集積
バンク）の活用により、農地の有効利用の継続や農業経営の効率化を進める担い手
への農地集積と集約化の加速化を支援するものです。

貸付け

賃料 賃料

貸付け

農地中間管理機構 借り手

〔イメージ図１〕

貸し手

〔イメージ図２〕

規模縮小、リタイヤ、農地の相続人 新規就農、規模拡大
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【事業目的】

　《事業内容》　研修期間の生活費支援　  月額２万３千円

　《対象者》　※以下の要件を全て満たす者

・ 研修開始時において６４歳未満であること。
・ 長崎県が登録する市内の研修受入団体等の指導のもと研修を実施すること。
・ 市内で就農を目指すこと。
・ 本市に住所を有すること（ただし、基礎技術研修における期間を除く）。
・ 農業次世代人材投資資金（準備型）を受給していないこと。

6 款 1 項 3 目 目名称

　本市へのＵ・Ｉターンを促進するため、定住の意志もって本市へ転入し、農業研修を行
う場合に生活費の一部を助成します。

　長崎県新規就農相談センターの技術習得支援研修等における研修制度と連携し、研
修期間中の生活支援を行います。

【事業概要】

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

189P

事    業    名
【継続・人口減少対策】

ＵＩターン農業研修支援事業

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

28万7 28万7

科 目 農業振興費 農林水産課

事  業  期  間 平成２８年度～ 総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

研修生の誘致活動・就農支援 研修生の誘致活動・就農支援 引き続き実施予定

農業研修

技術習得

通勤・研修

補助

支援
◇定住支援・就農相談

・就農独立 ・農業法人等への雇用

・若者の定住促進 ・担い手の確保

◇研修期間中の生活支援

月額２万３千円

研修受け入れ農家

民間借家、アパート入居、空き家バンクの活用
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【事業目的】

【事業概要】

《事業主体》　長崎県

《事業内容》　区画整理　５９．３ha　　畑かん施設　８３．２ha

○令和３年度施工予定分

6 款 1 項 5 目 目名称

事 業 費　　１億１,１５７万５千円〔負担割：国55%、県27.5%、地元（市・受益者）17.5％〕

市負担金　　　　１,３９４万７千円

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

193P

事    業    名
【継続】

三会原第３地区県営畑地帯総合整備事業費負担金

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,394万7 1,000万0 394万7

事  業  期  間 平成２４年度～令和４年度 （複数年度事業） 総 事 業 費 3億8,067万7

　本地区は、市街地の北西部に位置する緩傾斜地帯で、昭和４６年から５３年にかけて

科 目 農地費 農林水産課

県営畑地帯総合整備事業によりかんがい施設を整備しましたが、農地の区画が５～

１０aと狭く不整形なうえ、点在していることから農作業の効率が悪い状況です。

　そこで、農地の区画整理と併せて道路、水路の整備や老朽化したかんがい施設の改

修を行うとともに、農地の集積を行うことで農業経営の安定化を図ります。

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降
・地形図作成、基本設計作成
・換地計画原案作成
・区画整理工事施工
・畑かん施設工事施工
・換地業務

・付帯工・舗装工
・一次利用指定、相続代位登記、
　分筆登記、確定測量
・農道台帳作成

・付帯工
・管理者会議、換地処分

測量試験費
区画実施設計A=59.4ha
畑かん実施設計A=83.2ha
埋蔵文化財調査１式

補助監督業務１式
計画変更資料作成業務１

式
農道台帳作成１式

畑かん A=83.2ha 舗装工・付帯工１式 舗装工・付帯工１式 付帯工１式

原案作成A=59.3ha
分筆登記　他

一次利用指定
相続代位登記・確定

測量　他

一次利用指定
相続代位登記・確定

測量　他

権利者会議
換地処分

換地費

工　　　種 H３１年度まで R2年度 R３年度 R４年度

区画整理 A=59.3ha 舗装工・付帯工１式 付帯工１式 付帯工１式
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【事業目的】

《事業主体》　長崎県

《事業内容》　区画整理　８７．０ha　　畑かん施設　１１１．９ha

○令和３年度施工予定分

6 款 1 項 5 目 目名称

市負担金　　　 ８０８万円

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降
・従前地調査、換地設計基準
　及び評価基準等
・地形図作成、区画基本設計
・換地原案作成
・区画整理実施設計
・畑かん施設実施設計

・区画整理実施設計
・畑かん施設実施設計
・区画整理工事施工
・畑かん施設工事施工
・相続代位登記

・区画整理実施設計・畑かん施設実施設計
・区画整理工事施工・畑かん施設工事施工
・農作業準備休憩施設
・一次利用指定・相続代位登記他
・確定測量・農道台帳作成業務

【事業概要】

科 目 農地費 農林水産課

県営畑地帯総合整備事業によりかんがい施設を整備しましたが、農地の区画が５～

１０aと狭く不整形なうえ、点在していることから農作業の効率が悪い状況です。

　そこで、農地の区画整理と併せて道路、水路の整備や老朽化したかんがい施設の改

修を行うとともに、農地の集積を行うことで農業経営の安定化を図ります。

事 業 費　　６,４６４万円〔負担割：国55%、県27.5%、地元（市・受益者）17.5％〕

事  業  期  間 平成２８年度～令和４年度 （複数年度事業） 総 事 業 費 3億9,962万5

　本地区は、市街地の北西部に位置する緩傾斜地帯で、昭和４６年から５３年にかけて

県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

808万0 580万0 228万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

193P

事    業    名
【継続】

三会原第４地区県営畑地帯総合整備事業費負担金

国  費

【Ｒ３予算要求】

区画整理 （A=1.1ha)

畑地かんがい施設 （A=1.3ha)

測量試験費
区画実施設計A=59.4ha
畑かん実施設計A=83.2ha

区画実施設計A=31.0ha
畑かん実施設計A=34.7ha

計画変更資料作成　１式
畑かん実施設計A=300m2

区画実施設計A=41.0ha
畑かん実施設計A=53.2ha

農作業準備休憩施設 ― ― ― １箇所

畑かん A=7.8ha A=4.6ha A=1.3ha A=98.2ha

換地費
従前地調査、換地設計
基準及び評価基準等

換地原案作成
分筆登記

相続等代位登記
一時利用地指定他

工　　　種 前々年度まで 前年度 当該年度要求 翌年度以降

区画整理 A=2.9ha A=2.1ha A=1.1ha A=80.9ha
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【事業目的】

《事業主体》　長崎県

《事業期間》　令和２年度～令和３年度

《事業内容》　三会原地区･･････１，２揚水機場（ポンプ設備整備、弁類等更新、電気

設備整備）

　　　　　　　　　　　　　　　頭首工（油圧設備整備、制御盤及び制水扉更新）

　　　　　　　島原深江地区････１～３号揚水機場（ポンプ設備整備、弁類等更新）

《事 業 費》  ７,１００万円

 　　　　　　（内訳）三会原地区　　３,９００万円

            　　   島原深江地区　　３,２００万円

《負担割合》　国５５％　県２５％　地元２０％(市１０％　受益者１０％)

　＊島原深江地区の市負担は、南島原市と折半(各市５．０％)

○令和２年度施工

事業内容　　三会原地区･･････１号、２号揚水機場ポンプ設備整備、弁類等更新、

　　　　　　　　　電気設備整備

　　　　　　島原深江地区････２号、３号揚水機場ポンプ設備整備、弁類等更新

事 業 費　　４,５００万円 市負担金  ６８０万円

○令和３年度施工予定分

事業内容　　三会原地区･･････頭首工（油圧設備整備、制御盤及び制水扉更新）

　　　　　　島原深江地区････１号揚水機場ポンプ設備整備

事 業 費　　２,６００万円 市負担金  ４２０万円

6 款 1 項 5 目 目名称

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

193P

事    業    名
【継続】

県営水利施設整備事業費負担金

210万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

事  業  期  間 令和２年度～令和３年度 （複数年度事業） 総 事 業 費 1,100万0

420万0 210万0

【事業概要】

科 目 農地費 農林水産課

　島原半島における基幹的農業水利施設について、既存施設の長寿命化により更新
整備等に係る経済的負担を軽減しつつ有効活用を図るため、各施設の機能診断結果
に基づく機能保全計画に基づき対策工事を実施します。

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降
三会原地区：１号、２号揚水機場
ポンプ設備整備、弁類等更新、電
気設備整備
島原深江地区：２号、３号揚水機
場ポンプ設備整備、弁類等更新

三会原地区：頭首工（油圧設備整
備、制御盤及び制水扉更新）

島原深江地区：１号揚水機場ポン
プ設備整備

－

（市負担金の算出根拠）

三会原地区 2,300万円×20%＝460万円

島原深江地区 2,200万円×10%＝220万円

合計  680万円
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【事業目的】
　近年地震や豪雨災害によりため池が決壊し被害が相次いでいます。

決壊の可能性の高いため池を整備することで、地域で発生する災害から農村住民の生命

財産及び生活を守るとともに、農業用施設の防災機能の継続的な発揮による持続的な

営農に寄与することを目的としています。

<事業主体>　　長崎県

<事業内容>　　農業用ため池整備　５箇所

＜令和３年度事業実施予定＞

・ため池改修工事　３箇所　（古屋地ため池・清水ため池・寺中ため池）

・事業費　　１，０００万円（負担割合　国55%　県29%　市16%）

・市負担金　    １６０万円

6 款 1 項 5 目 目名称科 目 農地費

総 事 業 費 8,632万0（複数年度事業）

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

ため池実施設計

【事業概要】

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

140万0

地 方 債

20万0

193P
7.安全で安心して暮らせる快適なまちづくり

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

160万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

県営ため池整備事業費負担金
（単位：千円）

ため池改修工事

令和２年度～令和７年度事  業  期  間

ため池改修工事

清水ため池古屋地ため池

植松ため池

寺中ため池

山之内ため池

事業種別 工種 地区名 受益面積：ha 貯水量：ｔ

農業用ため池整備 ため池 寺中 13.6 22,000

農業用ため池整備 ため池 山之内 3.7 9,700

農業用ため池整備 ため池 古屋地 7.5 12,200

農業用ため池整備 ため池 清水 2.3 8,000

農業用ため池整備 ため池 植松 6.9 108,000
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【事業目的】

　１）補 助 事 業 名　　農業水路等長寿命化・防災減災事業（長寿命化対策）

　２）補  　助  　率　　国１００％　

　３）業  　務  　名　　深底地区ため池機能診断・機能保全計画策定業務委託

　４）業  務  内  容    ため池機能診断・機能保全計画策定　１箇所

　５）対 象 た め 池    深底ため池

　　　　　　　　　　

6 款 1 項 5 目 目名称

　農業生産の基盤となる農業水路等の農業水利施設が将来にわたって機能を安定的に発揮し
ていくため、適時・適切な長寿命化対策を実施することにより、施設の機能低下による災害
の発生を未然に防止するとともに、農業の持続的な発展を図ります。

科 目 農地費

【事業概要】

総 事 業 費（単年度事業）

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

－

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

400万0

地 方 債

193P
7.安全で安心して暮らせる快適なまちづくり

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降

事    業    名
【新規】

400万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

農業水路等長寿命化・防災減災事業
（単位：千円）

－

令和３年度事  業  期  間

ため池機能診断・機能保全
計画策定　N=1箇所
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【事業目的】

《事業主体》　活動組織及び島原市

　　《事業期間》　令和元年度～令和５年度

　　《事業内容》　対象農用地面積　Ａ＝６８８ha

○令和３年度交付金予定分（事業費　３，７１７万９千円）

　①農地維持支払交付金（１，４４９万２千円）

２組織（島原農地保全広域協定運営委員会、向光会）

　・多面的機能を支える共同活動を支援

　（水路・農道等の土砂上げ、除草などの基礎的保全活動）

　②資源向上支払交付金（共同活動）（７８８万６千円）

２組織（島原農地保全広域協定運営委員会、向光会）

　・地域資源の質的向上を図る共同活動を支援

　（水路・農道等の軽微な補修や植栽による景観形成等の活動）

　③資源向上支払交付金（長寿命化）（１，４００万２千円）

２組織（島原農地保全広域協定運営委員会、向光会）

　（施設の長寿命化のための活動）

　④推進交付金（２０万円）　島原市 《交付金の流れ》　

　・活動組織への啓発、

　　　説明会開催等の推進活動

　⑤広域活動組織運営交付金

（６０万円）　　１組織

（島原農地保全広域協定運営委員会）

　・広域活動組織の運営費

○交付金負担割

　①、②及び③

　国 ５０％、県 ２５％、市 ２５％

　④国 １００％　　

　⑤市 １００％

6 款 1 項 5 目 目名称

①農地維持
②資源向上（共同活動）
③資源向上（長寿命化）
④推進事業
⑤運営事業

①農地維持
②資源向上（共同活動）
③資源向上（長寿命化）
④推進事業
⑤運営事業

【事業概要】

科 目 農地費 農林水産課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降
①農地維持
②資源向上（共同活動）
③資源向上（長寿命化）
④推進事業
⑤運営事業

事  業  期  間 令和元年度～令和５年度 （複数年度事業） 総 事 業 費 1億8,590万0

　農業振興地域内の農地や農業用水路などの資源を守るため、農業者、地域住民等
で構成する活動組織が農道や水路などの維持管理のほか、景観形成等の農村環境の
良好な保全や長寿命化に関する活動を実施する場合に交付金を交付します。
  また、市においては、活動組織の活動に対し指導・助言を行うとともに、他地区
への推進活動などを行います。

3,717万9 2,748万4 969万5

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

193P

事    業    名
【継続】

多面的機能支払事業費
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【事業目的】

《事業主体》　長崎県水産多面的機能発揮対策地域協議会

《事業期間》　令和３年度から令和７年度

○令和３年度事業費　　　　　２，７３６万円（2,640万円+96万円）

　　うち市予算額　　　　　　　　　　　　３９６万円（2,640万円×3/20）

　　（財源内訳）　　国補助金　　　　　 １,９４４万円（2,640万円×14/20+96万円）

　　　　　　　　　　県補助金　　　　　　　　３９６万円（2,640万円×3/20）

　　　　　　　　　　一般財源　　　　　　３９６万円（2,640万円×3/20）

6 款 3 項 2 目 目名称

2.産業の振興と島原地域ブランドの確立
当初予算書

207P

事    業    名
【継続】

水産多面的機能発揮対策事業負担金

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

396万0 396万0

事  業  期  間 令和３年度～令和７年度 （複数年度事業） 総 事 業 費

　藻場・干潟等は、産卵場の提供、幼稚仔魚の保育場となること等から、水産資源
の保護・培養に重要な役割を果たすとともに、水質浄化等の公益的機能の発揮を支
える社会の共通資源です。近年、藻場・干潟等の減少、機能低下がさらに進行して
いることから、藻場・干潟等の機能の維持及び回復を図ること、また、海洋汚染の
原因となる漂流・漂着物の処理等を行うことで、海洋環境の保全を図ることを目的
とします。さらに、水産多面的機能の一環として海難救助訓練を行い、事故の際に
救助できる技術の習得を目指します。

科 目 水産業振興費 農林水産課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降
・藻場・干潟等のモニタリング
・藻場・干潟等の保全活動
・海難救助訓練
・漂流・漂着物の処理等

・藻場・干潟等のモニタリング
・藻場・干潟等の保全活動
・海難救助訓練
・漂流・漂着物の処理等

・藻場・干潟等のモニタリング
・藻場・干潟等の保全活動
・海難救助訓練
・漂流・漂着物の処理等
・海の監視ネットワーク強化

【事業概要】

・島原地区

・有明地区

【主な活動項目】

（１）藻場・干潟等のモニタリング（対象となる

資源の現状把握調査や効果調査を行う）

（２）藻場・干潟等の保全活動(干潟耕耘、

アサリ放流、ヒジキ種苗投入、アマモ移植、

アナアオサ除去)、漂流・漂着物の除去、

海難救助訓練（国費１００％ ９６万円）県

市

3/20（396万円）

3/20（396万円）

14/20

1,848万円

+96万

（海難救助

訓練）
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【事業目的】
　平成２８年度に実施した漁港の機能を保全するための調査により、湯江漁港の泊地

や航路に土砂が堆積し、本来の水深を確保できていないことが判明しました。

このため、港内の浚渫工事を行うことにより、漁港機能を回復し漁船の安全な航行を

　　確保します。

・湯江漁港水域施設機能保全工事　

泊地・航路浚渫　　Ｖ＝２８，２００㎥　（純土量）

○令和３年度事業費　　　　　１６５，０００千円 

　　うち市予算額　　　　　　１６５，０００千円

　　（財源内訳）　県補助金　　８２，５００千円（補助率  ５０％）

　　　　　　　　　地方債　　　８２，５００千円

6 款 3 項 3 目 目名称

7.安全で安心して暮らせる快適なまちづくり

科 目 漁港管理費

総 事 業 費 3億8,900万0（複数年度事業）

事    業    名

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

8,250万0 8,250万0

地 方 債

水産物供給基盤機能保全事業

207P

当初予算書

農林水産課

来 年 度 以 降

（単位：千円）

－

平成２４年度～令和３年度事  業  期  間

・湯江漁港機能保全工事
　（水域施設：浚渫工事）

【継続】

1億6,500万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

【事業概要】

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

・猛島漁港機能保全工事
　（水域施設：浚渫工事）
・湯江漁港機能保全設計業務
　（水域施設）

湯江漁港

有明庁舎
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